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【関連規定の改定】 改定箇所について下線付き太字で記載しています。 

 対象となる規定 改訂前 改訂後 

１ 定期預金・通知預金・ 

定期積金 共通規定 

 

1. 証券類の受入れ 

（2）（中略） 

 不渡りとなった証券類は、この証書と引

換えに、またはこの通帳の当該受入れの

記載を取消したうえ、返却します。 
 
5-1.届出事項の変更、証書もしくは通帳の

再発行等 

（3）この証書または通帳、もしくは印章

を失った場合のこの預金の元利金の支

払、または証書や通帳の再発行は、当行

所定の手続きをした後に行います。 
 
10.休眠預金等活用法に係る異動事由 

 ④預金者等からの申し出にもとづく預

金通帳または証書の発行、記帳もしくは

繰越があったこと（記帳する取引が無か

った場合を除きます。） 
 
11.休眠預金活用法に係る最終移動日等 

（2）（中略） 

 ②（中略） 

 （ｄ）預金者等からの申し出にもとづく

預金通帳または証書の発行、記帳もしく

は繰越があったこと（記帳する取引が無

かった場合を除きます。） 

1. 証券類の受入れ 

（2）（中略） 

 不渡りとなった証券類は、この通帳の当

該受入れの記載を取消したうえ、返却し

ます。 
 
5-1 届出事項の変更、証書もしくは通帳の

再発行等 

（3）この証書または通帳、もしくは印章

を失った場合のこの預金の元利金の支

払、通帳の再発行は当行所定の手続きを

した後に行います。 
 
10.休眠預金等活用法に係る異動事由 

 ④預金者等からの申し出にもとづく預

金通帳の発行、記帳もしくは繰越があっ

たこと（記帳する取引が無かった場合を

除きます。） 
 
11.休眠預金活用法に係る最終移動日等 

（2）（中略） 

 ②（中略） 

 （ｄ）預金者等からの申し出にもとづく

預金通帳の発行、繰越もしくは繰越があ

ったこと（記帳する取引が無かった場合

を除きます。） 

２ 外貨預金共通規定 5.届出事項の変更、通帳・証書の再発行 

（1）外貨預金にかかる通帳・証書や印章

を失ったとき、または、印章、名称、

住所その他の届出事項に変更があっ

たときは、直ちに書面によって当行に

届出てください。 

（3）外貨預金にかかる通帳・証書または

印章を失った場合の元利金の支払い

または通帳・証書の再発行（証書は汚

損した場合に限り再発行します）は、

当行所定の手続をした後に行います。

この場合、相当の期間をおき、また、

保証人を求めることがあります。 

 

5.届出事項の変更、通帳の再発行 

（1）外貨預金にかかる通帳や印章を失っ

たとき、または、印章、名称、住所そ

の他の届出事項に変更があったとき

は、直ちに書面によって当行に届出て

ください。 

（3）外貨預金にかかる通帳または印章を

失った場合の元利金の支払いまたは

通帳の再発行は、当行所定の手続をし

た後に行います。この場合、相当の期

間をおき、また、保証人を求めること

があります。 
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 対象となる規定 改訂前 改訂後 

（4）通帳・証書を再発行（証書は汚損した

場合に限ります）するときには、預金

者は当行所定の再発行手数料を支払

うものとします。 

 

7.印鑑照合等 

払戻請求書、証書、諸届その他の書類

に使用された印影（または署名）を届

出の印鑑（または署名鑑）と相当の注

意をもって照合し、相違ないものと認

めて取扱いましたうえは、それらの書

類につき偽造、変造その他の事故があ

っても、そのために生じた損害につい

ては、当行は責任を負いません。 

 

10．譲渡、質入れ等の禁止 

（1）外貨預金、預金契約上の地位その他

この取引にかかる一切の権利および

通帳・証書については、譲渡、質入れ

その他第三者の権利の設定、または第

三者に利用させることはできません。 

（4）通帳を再発行するときには、預金者

は当行所定の再発行手数料を支払う

ものとします。 

 

 

7.印鑑照合等 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用

された印影（または署名）を届出の印

鑑（または署名鑑）と相当の注意をも

って照合し、相違ないものと認めて取

扱いましたうえは、それらの書類につ

き偽造、変造その他の事故があっても、

そのために生じた損害については、当

行は責任を負いません。 

 

10．譲渡、質入れ等の禁止 

（1）外貨預金、預金契約上の地位その他

この取引にかかる一切の権利および通

帳については、譲渡、質入れその他第三

者の権利の設定、または第三者に利用さ

せることはできません 

３ 外貨普通預金規定 

(非居住者円普通預金を含む) 

10．休眠預金等活用法に係る異動事由 

（4）預金者等からの申し出にもとづく預

金通帳または証書の発行、記帳もしく

は繰越があったこと 

 

11.休眠預金活用法に係る最終異動日等  

（2）（中略） 

 ②（中略） 

エ．預金者等からの申し出にもとづく通

帳または証書発行、記帳もしくは繰

越があったこと  

10．休眠預金等活用法に係る異動事由 

（4）預金者等からの申し出にもとづく預

金通帳の発行、記帳もしくは繰越があ

ったこと 

 

11 ．休眠預金活用法に係る最終異動日等  

（2）（中略） 

 ②（中略） 

エ．預金者等からの申し出にもとづく通

帳発行、記帳もしくは繰越があった

こと 

４ 外貨定期預金規定 

(非居住者円定期預金を含む) 

1.預金の支払時期 

この預金は、通帳または証書記載の満期日

（以下「満期日」といいます）以後に

利息とともに支払います。 

 

2.利息 

（1）この預金の利息は、預入日から満期

日の前日までの日数および通帳また

は証書記載の利率（以下「約定利率」

1.預金の支払時期 

この預金は、通帳記載の満期日（以下「満

期日」といいます）以後に利息ととも

に支払います。 

 

2.利息 

（1）この預金の利息は、預入日から満期

日の前日までの日数および通帳記載

の利率（以下「約定利率」といいます）



 3 / 5 

 対象となる規定 改訂前 改訂後 

といいます）によって計算し、この預

金とともに支払います。 

 

5.解約または書替継続 

（2）この預金を解約または書替継続する

ときは、当行所定の払戻請求書に届出

の印（または署名）により記名押印（ま

たは署名）して通帳とともに、または

証書の受取欄に届出の印章（または署

名）により記名押印（または署名）し

て口座開設店（以下「当店」といいま

す）に提出してください。 

（4）（中略） 

 ②預金者が外貨預金共通規定 10.（1）に

反し、預金契約上の地位、権利または通

帳・証書について、譲渡、質入れその他

第三者の権利を設定し、または第三者に

利用させた場合 

（8）前記（3）、（4）（5）および（6）によ

り、この預金取引が停止され残高があ

る場合、またはこの預金取引が停止さ

れその解除を求める場合には、通帳ま

たは証書を持参のうえ、当店に申出て

ください。 

 

6.盗難通帳または証書による払戻し等 

（1）盗取された通帳または証書を用いて

行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」という。）につい

ては、次の各号のすべてに該当する場

合、預金者は当行に対して当該払戻し

の額およびこれにかかる手数料・利息

に相当する金額の補てんを請求する

ことができます。 

①通帳または証書の盗難に気づいて

からすみやかに、当行への通知が行

われていること 

（3）前記（1）および（2）の規定は、前記

（1）にかかる当行への通知が、この通

帳または証書が盗取された（通帳また

は証書が盗取された日が明らかでな

によって計算し、この預金とともに支

払います。 

 

5.解約または書替継続 

（2）この預金を解約または書替継続する

ときは、当行所定の払戻請求書に届出

の印（または署名）により記名押印（ま

たは署名）して通帳とともに、口座開

設店（以下「当店」といいます）に提

出してください。 

 

 

（4）（中略） 

 ②預金者が外貨預金共通規定 10.（1）に

反し、預金契約上の地位、権利または通

帳について、譲渡、質入れその他第三者

の権利を設定し、または第三者に利用さ

せた場合 

（8）前記（3）、（4）（5）および（6）によ

り、この預金取引が停止され残高があ

る場合、またはこの預金取引が停止さ

れその解除を求める場合には、通帳を

持参のうえ、当店に申出てください。 

 

 

6.盗難通帳による払戻し等 

（1）盗取された通帳を用いて行われた不

正な払戻し（以下、本条において「当

該払戻し」という。）については、次の

各号のすべてに該当する場合、預金者

は当行に対して当該払戻しの額およ

びこれにかかる手数料・利息に相当す

る金額の補てんを請求することがで

きます。 

①通帳の盗難に気づいてからすみや

かに、当行への通知が行われている

こと 

 

（3）前記（1）および（2）の規定は、前記

（1）にかかる当行への通知が、この通

帳が盗取された（通帳が盗取された日
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 対象となる規定 改訂前 改訂後 

いときは、盗取された通帳または証書

を用いて行われた不正な預金払戻し

が最初に行われた日。）から、２年を経

過する日後に行われた場合には、適用

されないものとします。 

（4）（中略） 

②通帳または証書の盗取が、戦争、暴

動等による著しい社会秩序の混乱に

乗じまたはこれに付随して行われた

こと 

（7）当行が前記（2）の規定により補てん

を行ったときは、当行は、当該補てん

を行った金額の限度において、盗取さ

れた通帳または証書により不正な払

戻しを受けた者その他の第三者に対

して預金者が有する損害賠償請求権

または不当利得返還請求権を取得す

るものとします。 

 

7.保険事故発生時における預金者からの

相殺 

（2）（中略） 

①相殺通知は書面によるものとし、

複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、通

帳または証書は届出印または届出署

名を押印または署名して直ちに当行

に提出してください。 

 

8.外貨預金共通規定の適用 

付則 1 6．（盗難通帳または証書による払

戻し等）の規定は、6．（2）の規定にか

かわらず平成 20 年７月１日以降の払

戻しにかかる損害に限って適用され

るものとする。 

 

9.休眠預金等活用法に係る異動事由 

（4）預金者等からの申し出にもとづく預

金通帳または証書の発行、記帳もしく

は繰越があったこと 

 

が明らかでないときは、盗取された通

帳を用いて行われた不正な預金払戻

しが最初に行われた日。）から、２年を

経過する日後に行われた場合には、適

用されないものとします。 

（4）（中略） 

②通帳の盗取が、戦争、暴動等による

著しい社会秩序の混乱に乗じまたは

これに付随して行われたこと 

 

（7）当行が前記（2）の規定により補てん

を行ったときは、当行は、当該補てん

を行った金額の限度において、盗取さ

れた通帳により不正な払戻しを受け

た者その他の第三者に対して預金者

が有する損害賠償請求権または不当

利得返還請求権を取得するものとし

ます。 

 

7.保険事故発生時における預金者からの

相殺 

（2）（中略） 

①相殺通知は書面によるものとし、

複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、通

帳は届出印または届出署名を押印ま

たは署名して直ちに当行に提出して

ください。 

 

8.外貨預金共通規定の適用 

付則 1 6．（盗難通帳による払戻し等）の

規定は、6．（2）の規定にかかわらず平

成 20 年７月１日以降の払戻しにかか

る損害に限って適用されるものとす

る。 

 

9.休眠預金等活用法に係る異動事由 

（4）預金者等からの申し出にもとづく預

金通帳の発行、記帳もしくは繰越があ

ったこと 
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 対象となる規定 改訂前 改訂後 

10．休眠預金活用法に係る最終異動日等 

（2）（中略） 

②（中略） 

エ．預金者等からの申し出にもとづく

預金通帳または証書の発行、記帳

もしくは繰越があったこと 

10．休眠預金活用法に係る最終異動日等 

（2）（中略） 

②（中略） 

エ．預金者等からの申し出にもとづく

預金通帳の発行、記帳もしくは繰

越があったこと 

５ 為替予約に関する規定 

（外貨定期預金用） 

4.期日払い出し 

（２）当行に当該一時預り金の支払いを請

求される場合は、関係外貨定期預金の

払戻請求書および通帳または証書を

当行にご提出ください。 

4.期日払い出し 

（２）当行に当該一時預り金の支払いを請

求される場合は、関係外貨定期預金の

払戻請求書および通帳を当行にご提

出ください。 

 

以 上 


